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【課題】偏摩耗 の発生 を抑制 しつつ、排水性 お よび高速 走行 時の操縦安定性能 の 向上 を図 った 自動二輪
車用 タイヤ を提供す る。 【解決手段】車両装着 時の 回転方 向が指定 され る 自動二輪車用 タイヤで ある。
トレッ ド踏 面の タイヤ赤道 面近傍 に、指定 され る回転 方 向の逆 回転方 向に向か い タイヤ赤道面側 か らタ
ィャ幅 方 向外側 に傾 斜 して延び る中央傾 斜溝 1 を備 え、その延在 方 向の タイヤ周 方 向に対 しなす角度 が
3 °~ 1 0 °で あ り、中央傾斜溝の逆 回転方 向の端部 において、中央傾斜溝の少な くともタイヤ幅方 向外側
溝縁が 、 タィャ幅方 向外側溝縁 の タイヤ周 方 向に対 しなす角度 が逆 回転方 向に向か い増大す るよ うな 円
弧状部 によ り形成 され 、 中央傾 斜溝の、 タイヤ幅 方 向外側溝縁 の タイヤ周 方 向に対 しなす角度 が 、 タイ
ャ幅方 向内側溝縁の タイヤ周方 向に対 しなす角度 よ リも大 き く、 中央傾斜溝の溝深 さが、 中央傾 斜溝 の
逆 回転方 向の溝縁 に向か い漸減 している。



明 細 書

発 明の名称 ：自動 二輪車用 タイヤ

技術分野

[0001 ] 本発 明 は 自動 二輪 車 用 タイヤ （以 下、 単 に 「タイヤ」 とも称 す る） に関 し

、 詳 しくは、 サ ー キ ッ ト走行 に適 した高速性 能 自動 二輪 車 に有 用 な 自動 二輪

車 用空 気入 りラジ アル タイヤの 卜レツ ドパ ター ンの改 良 に関 す る。

背景技術

[0002] 従 来 よ り、 サ ー キ ッ ト走行専 用 の 自動 二輪 車 用 タイヤ において は、 高速旋

回時 の グ リップカ を確 保 す るため に、 卜レツ ド踏 面 にお ける溝 の 占め る割合

( ネ ガテ ィブ比率 ） の比較 的小 さいタイヤが主流 とな って い る。 また、 サ 一

キ ッ ト走行 時 にお けるタイヤ に対 す る入力 は一般 公道走行 時 と比較 して非 常

に大 きいため、 この よ うな二輪 車 用 タイヤ において は、溝 の配置 を変 え るだ

けで大幅 な摩耗 肌 の悪化 を生 ず る懸 念 もあ り、 最 高走行速度 も高 い ことか ら

、 高 い高速走行性 能 も求め られ る。

[0003] さ らに、 自動 二輪 車 用 タイヤ は、 乗 用車 や トラ ック等 の四輪 車 とは異 な り

車体 を傾 けて旋 回す る二輪 車 の特性 のため に、 タイヤ クラ ウン部 が四輪 車 用

タイヤ に比 べ て小 さな曲率 を有 す る、 断面 が丸 いタイヤ形状 を有 して い る。

そのため、接地状 態 によ って は、接地部 分 の位置 によ り、特 に大 きな駆動 力

が働 いた場合 に接地 面 内で滑 り部 分 が不均 一 とな り、特 定 の部 位 が急激 に摩

耗 す る偏摩耗 が起 こ りや す い とい う問題 があ つた。

[0004] 自動 二輪 車 用 タイヤ に係 る従 来技術 と して は、例 えば、特 許 文献 1 に、 卜

レツ ド踏 面 に、指 定 タイヤ回転 方 向 に向か い 卜レツ ド幅方 向外側 に傾 斜 して

延び る第 1 の溝 と、 その逆 回転 方 向端部 か ら、 トレッ ド幅方 向外側 に向か い

斜 め に逆 回転 方 向 に延び る第 2 の溝 とか らな る屈 曲 した主溝 を配置 す る技術

が開示 されて い る。

先行技術文献

特許 文献



[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 — 1 8 9 8 0 5 号公報 （特許請求の範囲等）

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0006] 近年、大型化ゃ大馬力化などによる車体性能の向上や、レースに対する関

心の高まりに伴い、タイヤに対する入力が大きくなつてきており、このため

従来の トレッドパターンでは、溝の屈曲部に応力が集中することで、屈曲部

の周辺で偏摩耗が生ずる場合があった。また、タイヤ周方向に対 し大きな角

度で配置された溝部分の近傍では、タイヤ周方向に対する剛性が低くなる。

よって、外輪郭が小さな曲率を有するためにもともと踏面のすべりが発生し

やすい二輪車用タイヤにおいては、特に直進走行時において偏摩耗を進めて

しまう懸念があった。さらに、ネガティブ比率の小さいタイヤでは、排水性

が不十分となりやすいという問題もあった。

[0007] 特許文献 1 に開示されたタイヤによれば、路面からの入力に対 し接地面積

の減少を抑制 しつつ排水性を向上させることで、グリップ性能とウエット性

能とを高い次元で両立させることが可能であるが、さらに、耐偏摩耗性およ

び高速走行性能についてもより向上 した自動二輪車用タイャの実現が求めら

れていた。

[0008] そこで本発明の目的は、上記問題を解消 して、偏摩耗の発生を抑制 しつつ

、排水性および高速走行時の操縦安定性能の向上を図った自動二輪車用タイ

ャを提供することにある。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明者は鋭意検討 した結果、 卜レツド踏面に配置する溝の角度や配置箇

所を最適化することにより、上記課題を解決できることを見出して、本発明

を完成するに至った。

[001 0] すなわち、本発明の自動二輪車用タイヤは、車両装着時の回転方向が指定

される自動二輪車用タイヤであって、

卜レツド踏面のタイヤ赤道面近傍に、指定される前記回転方向の逆回転方

向に向かいタイヤ赤道面側からタイヤ幅方向外側に傾斜 して延びる中央傾斜



溝を備え、

前記中央傾斜溝の延在方向の、タイヤ周方向に対 しなす角度が 3 ° 〜 1 0

° の範囲であり、

前記中央傾斜溝の前記逆回転方向の端部において、該中央傾斜溝の少な く

ともタイャ幅方向外側溝縁が、該タイャ幅方向外側溝縁のタイャ周方向に対

しなす角度が該逆回転方向に向かい増大するような円弧状部により形成され

、該中央傾斜溝の、タイヤ幅方向外側溝縁のタイヤ周方向に対 しなす角度が

、タイヤ幅方向内側溝縁のタイヤ周方向に対 しなす角度よりも大きく、かつ

、該中央傾斜溝の溝深さが、該中央傾斜溝の該逆回転方向の溝縁に向かい漸

減 していることを特徴 とするものである。

[001 1] 本発明のタイヤにおいては、前記中央傾斜溝のタイヤ幅方向内側の端部よ

りタイャ幅方向外側であつて、タイャ周方向において該中央傾斜溝 と重なら

ない位置に、前記逆回転方向に向かいタイヤ赤道面側からタイヤ幅方向外側

に傾斜 して延びる外側傾斜溝を備え、かつ、該外側傾斜溝の延在方向のタイ

ャ周方向に対 しなす角度が、該中央傾斜溝の延在方向の、タイヤ周方向に対

しなす角度よりも大きいことが好ましい。また、本発明のタイヤにおいては

、前記外側傾斜溝のタイヤ幅方向内側の端部が、タイヤ幅方向において前記

中央傾斜溝 と重なり、該外側傾斜溝の溝深さが、前記回転方向の端部におい

て、該外側傾斜溝の該回転方向の溝縁に向かい漸減 し、かつ、該外側傾斜溝

の該回転方向の端部において、該外側傾斜溝の、タイヤ幅方向内側溝縁のタ

ィャ周方向に対 しなす角度が、タィャ幅方向外側溝縁のタイャ周方向に対 し

なす角度より大きいことが好ましい。

[001 2 ] さらに、本発明のタイヤにおいては、前記中央傾斜溝 と前記外側傾斜溝 と

の近接する端部同士が、互いに平行な溝縁を備えることが好ましい。さらに

また、本発明のタイヤにおいては、前記中央傾斜溝の前記回転方向の端部に

おいて、該中央傾斜溝の溝深さが、該中央傾斜溝の該回転方向の溝縁に向か

い漸減 しており、かつ、該中央傾斜溝の、タイヤ幅方向内側溝縁のタイヤ周

方向に対 しなす角度が、タイヤ幅方向外側溝縁のタイヤ周方向に対 しなす角



度よりも大きいことが好ましい。

発明の効果

[001 3] 本発明によれば、上記構成としたことにより、偏摩耗の発生を抑制 しつつ

、排水性および高速走行時の操縦安定性能の向上を図った自動二輪車用タイ

ャを実現することが可能となった。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図1] 本発明の自動二輪車用タイヤの一例の 卜レツ ドを示す部分展開図である

[ 図2] 中央傾斜溝を取 り出 して示す （a ) 平面図および （b ) ( a ) 中の X _

X 線に沿う断面図である。

発明を実施するための形態

[001 5] 以下、本発明の実施の形態について、図面を参照 しつつ詳細に説明する。

図 1 に、本発明の自動二輪車用タイヤの一例の 卜レツ ドを示す部分展開図

を示す。本発明の自動二輪車用タイヤは、図示するように、車両装着時の回

転方向が指定される、いわゆる方向性パターンを有するものである。なお、

図 1 中の矢印は、図示するタイヤの車両装着時における回転方向 （指定回転

方向）を示す。

[001 6] 本発明のタイヤは、 トレッ ド踏面のタイヤ赤道面 C L 近傍に、指定される

回転方向の逆回転方向、すなわち、図中の矢印とは反対向きの方向に向かい

、タイヤ赤道面 C L 側からタイヤ幅方向外側に傾斜 して延びる中央傾斜溝 1

を備えている。この中央傾斜溝 1 は、図示するように屈曲部を有 しない傾斜

溝であるので、応力が集中する部分がなく、偏摩耗を生ずることがない。

[001 7] この中央傾斜溝 1 の延在方向の、タイヤ周方向に対 しなす角度 1 は、 3

° 〜 1 0 ° の範囲である。ここで、本発明において中央傾斜溝 1 の延在方向

は、図示するように、中央傾斜溝 1 のタイヤ周方向における最外側点 1 A ，

1 B 同士を結んだ直線の方向として規定される。このように、本発明におい

ては中央傾斜溝 1 が、タイヤ周方向に対 しなす角度 1 が 1 0 ° 以下となる

ような、タイヤ周方向に近い角度で配置されているので、タイヤ周方向の剛



性を高く維持することができ、直進走行時における偏摩耗の発生についても

抑制することができる。また、中央傾斜溝 1 の延在方向はタイヤ入力に沿う

方向であるので、高速走行時等における入力に対 しても、接地面積を減少さ

せるような変形を抑制することができる。中央傾斜溝 1 の延在方向の角度

1 が、 3 ° 未満であるとタイャ幅方向外側への排水が妨げられるために排水

性が確保できず、 1 0 ° を超えると上記偏摩耗の抑制効果等が十分得 られな

し、。角度 1 を 3 ° 以上とすることで排水性が得 られるものとなるので、排

水性と偏摩耗性とを両立するためには、角度 1 が 3 ° 〜 1 0 ° の範囲であ

ることが必要である。

[001 8] 本発明に係る中央傾斜溝 1 は、排水性の観点からは、タイヤ周方向に対 し

なす角度が小さいといえるが、本発明においては、中央傾斜溝 1 の逆回転方

向の端部において、中央傾斜溝 1 の少なくともタイヤ幅方向外側溝縁 1 b o

が、そのタイャ周方向に対 しなす角度が逆回転方向に向かい増大するような

円弧状部により形成されている。よって、この円弧状部により、中央傾斜溝

1 に沿ってタイヤ幅方向外側に向かい排水する効果が得 られるため、排水性

が低下することはない。ここで、円弧状部とは、円弧形状または直線をつな

ぐことにより円弧状に形成された形状を含むとの意味である。

[001 9] —方で、上記のように、中央傾斜溝 1 においてタイヤ幅方向外側溝縁 1 b

o のタイャ周方向に対 しなす角度が増大すると、タィャ周方向の剛性が低下

する方向となるので、偏摩耗の発生する可能性が高くなる。そこで、本発明

においては、中央傾斜溝 1 の逆回転方向の端部において、中央傾斜溝 1 の溝

深さを、中央傾斜溝 1 の逆回転方向の溝縁 1 d に向かい漸減させている。図

2 に、 （a ) 中央傾斜溝 1 を取 り出して示す平面図、および、 （b ) ( a )

中の中央傾斜溝の幅方向中心線に沿うX —X 断面の断面図を示す。図示する

ように、本発明においては、中央傾斜溝 1 の溝深さを、その逆回転方向の端

部において漸減させているので、この部位におけるタイヤ周方向の剛性の低

下を抑制 して、偏摩耗についても抑制することができる。

[0020] また、本発明においては、中央傾斜溝 1 の逆回転方向の端部において溝深



さを浅くしたことに伴って、この中央傾斜溝 1 の逆回転方向の端部において

、中央傾斜溝 1 の、タイヤ幅方向外側溝縁 1 b o のタイヤ周方向に対 しなす

角度 2 を、タイヤ幅方向内側溝縁 1 b i のタイヤ周方向に対 しなす角度

1 よりも大きく形成 している。ここで、中央傾斜溝 1 の、タイヤ幅方向外側

溝縁 1 b o のタイヤ周方向に対 しなす角度 2 は、タイヤ幅方向外側溝縁 1

b o の逆回転方向の最外側点を通るタイヤ幅方向外側溝縁 1 b o の接線が、

タイヤ周方向となす角度として定義される。以下、 3 ，Θ 5 〜Θ 7 につい

ても同様である。すなわち、図示するように、本発明においては、中央傾斜

溝 1 の溝幅を、その逆回転方向の端部において、逆回転方向に向かい広がる

よう形成することで、良好な排水性を維持 しているものである。よって、本

発明のタイヤにおいては、上記構成を有する中央傾斜溝 1 を配置 したことに

より、サーキット走行に対応 した高速走行性能、排水性および偏摩耗性のす

ベてを両立させることが可能となった。なお、図示する例では、中央傾斜溝

のタイヤ幅方向内側溝縁が実質的に直線状を呈 し、中央傾斜溝 1 のタイヤ

周方向における最外側点 1 Α ， 1 Β が実質的にタイヤ幅方向内側溝縁の両端

点となっているので、その逆回転方向の端部におけるタイャ幅方向内側溝縁

1 b i のタイヤ周方向に対 しなす角度は、中央傾斜溝 1 の延在方向の、タイ

ャ周方向に対 しなす角度と実質的に同一であるが、本発明においては、これ

に限られず、中央傾斜溝 1 のタイヤ幅方向内側溝縁が直線状でない場合、例

えば、曲線状である場合や、中央傾斜溝 1 のタイヤ周方向における最外側点

A , 1 B がタイヤ幅方向内側溝縁の両端点でない場合も含むものである。

[0021 ] なお、本発明においては、中央傾斜溝 1 の逆回転方向の端部において、中

央傾斜溝 1 のタイャ幅方向外側溝縁 1 b o だけでなく、タイャ幅方向内側溝

縁 1 b i についても、そのタイヤ周方向に対 しなす角度が逆回転方向に向か

い増大するような円弧状部により形成することが好ましい。これにより、排

水性をより向上することができる。

[0022] また、本発明においては、中央傾斜溝 1 の回転方向の端部についても、溝

深さを中央傾斜溝 1 の回転方向の溝縁 1 c に向かい漸減させるとともに、中



央傾斜溝 1 の、 タイヤ幅方向内側溝縁 1 a i のタイヤ周方向に対 しなす角度

1 を、 タイヤ幅方向外側溝縁 1 a o のタイヤ周方向に対 しなす角度 3 よ

りも大 きく形成することが好 ま しい。すなわち、図示するように、本発明に

おいては、 中央傾斜溝 1 の溝幅 を、その回転方向の端部 についても、回転方

向に向かい広がるよう形成 している。 タイヤ赤道面 に近い中央傾斜溝 1 の回

転方向の端部 は、 トラクシ ヨン時な ど入力が最 も大 きくかかる領域であるの

で、 この部位 についても、剛性維持のために溝深 さを浅 くしてお くことで偏

摩耗 を抑制 しつつ、排水性 を維持するために溝幅 を大 きくすることが好 ま し

し、。結果 と して、 中央傾斜溝 1 のタイヤ幅方向外側溝縁 は、 タイヤ赤道面側

に凸 となる曲線状 に形成 されてお り、 この点でも、高い剛性の維持 に寄与で

きる。 ここで、前述 したように、図示する例では、 タイヤ幅方向内側溝縁 1

a i のタイヤ周方向に対 しなす角度 は、 中央傾斜溝 1 の延在方向の、 タイヤ

周方向に対 しなす角度 と実質的に同一であるが、本発明においては、 これに

限 られない。

図示するように、本発明のタイヤにおいて中央傾斜溝 1 は、 タイヤ赤道面

を横切 ることな く、すなわち、 トレッ ド踏面の幅の 1 2 幅のタイヤ片側領

域 内で終端 している。 これは、 タイヤ赤道面上 において、最 も剛性が必要 と

なるためである。好適 には、 中央傾斜溝 1 は、図示するように、 トレッ ド踏

面のペ リフェ リ長 さをW と した とき、 タイヤ赤道面か ら 1 4 W の領域 内に

配置 されるもの とする。 ここで、 トレッ ド踏面のペ リフェ リ長 さとは、下記

規格で規定された適用 リ厶にタイヤを組み付 けて、 同規格でタイヤサイズに

応 じて規定された最高空気圧 を充填 した状態での、 卜レツ ド踏面 に沿 ってタ

ィャ幅方向に測定 した長 さをいう。規格 は、 タイヤが生産 されまたは使用さ

れる地域 に有効な産業規格 によって定め られ、例 えば、 日本では日本 自動車

タイヤ協会の J A T M A Y E A R B 〇〇 K で規定され、米国では T R A

( T H E T I R E a n d R I M A S S O C I A T I O N I N C .

) の Y E A R B O O K で規定され、欧州では E T R T O ( E u r o p e a

n T y r e a n d R i m T e c h n i c a l O r g a n i s a t



i o n ) の S T A N D A R D M A N U A L で規定されている。タイヤ赤道

面から 1 4 Wの領域より外側の領域ではタイヤ幅方向 （横方向）の入力が

主体となるが、タイヤ周方向に近い方向で配置される中央傾斜溝 1 は横入力

に対 しては剛性が弱いので、この外側領域に中央傾斜溝 1 を配置すると、偏

摩耗の原因にもなりうるためである。

[0024] なお、中央傾斜溝 1 のタイヤ周方向長さは、タイヤ全周長の 8 %〜 1 5 %

の範囲であることが好ましい。中央傾斜溝 1 のタイヤ周方向長さが、短すぎ

ると十分な排水性を確保することが困難となり、長すぎると剛性の低下によ

り操縦安定性が低下するおそれがあり、いずれも好ましくない。

[0025] 中央傾斜溝 1 が配置されているのと同じタイヤ片側領域内には、中央傾斜

溝 1 のタイヤ幅方向内側の端部よりタイヤ幅方向外側であって、タイヤ周方

向において中央傾斜溝 1 と重ならない位置に、逆回転方向に向かいタイヤ赤

道面側からタイャ幅方向外側に傾斜 して延びる外側傾斜溝 2 が配置されてい

る。この外側傾斜溝 2 の延在方向のタイヤ周方向に対 しなす角度 4 は、中

央傾斜溝 1 の延在方向のタイヤ周方向に対 しなす角度 1 よりも大きい。こ

こで、本発明において外側傾斜溝 2 の延在方向は、図示するように、外側傾

斜溝 2 のタイヤ周方向における最外側点 2 A ， 2 B 同士を結んだ直線の方向

として規定される。このように、中央傾斜溝 1 よりタイヤ幅方向外側に、中

央傾斜溝 1 よりもタイヤ周方向に対 しなす角度の大きい外側傾斜溝 2 を配置

することで、排水性をより向上することができる。但 し、かかる外側傾斜溝

2 を、タイヤ周方向において中央傾斜溝 1 と重なる位置に配置すると、剛性

が局所的に低下 して偏摩耗性が悪化するので、外側傾斜溝 2 の配置位置は、

図示するように、中央傾斜溝 1 の配置位置とはタイヤ周方向にオフセッ卜さ

せる。これにより、偏摩耗性を悪化させることなく、排水性をより向上する

ことができる。

[0026] 図示するように、外側傾斜溝 2 は、そのタイヤ幅方向内側の端部が、タイ

ャ幅方向において中央傾斜溝 1 と重なるように配置されており、外側傾斜溝

2 の溝深さは、回転方向の端部において、外側傾斜溝 2 の回転方向の溝縁 2



c に向かい漸減 している。また、外側傾斜溝 2 の回転方向の端部において、

タイヤ幅方向内側溝縁 2 a i のタイヤ周方向に対 しなす角度 5 は、タイヤ

幅方向外側溝縁 2 a o のタイヤ周方向に対 しなす角度 6 より大きい。タイ

ャ幅方向で溝が重ならない部分があると、他の部位よりも剛性の高い部位が

局所的に生ずることから、その周囲の部分で偏摩耗性が悪化 して しまう。そ

こで、中央傾斜溝 1 と外側傾斜溝 2 とにタイヤ幅方向で重なりを持たせるこ

とで、タイヤ幅方向において剛性を均一化 し、また、回転方向の溝縁 2 c に

向かい外側傾斜溝 2 の溝深さを浅 くしていくことで、他の部位とのバ ランス

を良くすることができるので、偏摩耗性の悪化をより効果的に抑制できる。

ここで、溝深さを浅 くするのみでは排水性が低下する懸念があるが、タイヤ

幅方向内側溝縁 2 a i のタイヤ周方向に対する角度を相対的に大きくして溝

幅を大きくすることで、排水性についても維持することができる。

[0027] また、外側傾斜溝 2 の逆回転方向の端部において、タイヤ幅方向内側溝縁

2 b i のタイヤ周方向に対 しなす角度 7 は、 4 5 ° 〜 5 5 ° の範囲である

ことが好ましい。この角度とすることで、排水性と偏摩耗性とを両立するこ

とができる。

[0028] さらに、図示するように、中央傾斜溝 1 と外側傾斜溝 2 との近接する端部

同士は、互いに平行な溝縁を備えることが好ましい。すなわち、中央傾斜溝

1 の逆回転方向の溝縁 1 d と、外側傾斜溝 2 の回転方向の溝縁 2 c とは、互

いに平行に形成されていることが好ましい。中央傾斜溝 1 と外側傾斜溝 2 と

の近接する端部同士の溝縁を互いに平行に形成することで、コ一ナ リング時

において接地領域が中央傾斜溝 1 の形成部位から外側傾斜溝 2 の形成部位に

変化する際に、入力により溝端部の変形が微小ではあるが発生 した場合でも

、その変形方向が同じ方向になるので、挙動がスムーズとなって、操縦安定

性を向上する効果を得ることができる。

[0029] さらにまた、本発明のタイヤにおいては、中央傾斜溝 1 とタイヤ周方向に

おいて重なる位置であって中央傾斜溝 1 よりもタイヤ幅方向外側に、外側細

溝 3 を配置することが好ましい。外側細溝 3 は、中央傾斜溝 1 の、タイヤ周



方向において外側細溝 3 と重なっている部位の、溝の延在方向に直交する方

向に測 った溝幅よりも、狭い溝幅を有 している。中央傾斜溝 1 よりタイヤ幅

方向外側の領域 に外側傾斜溝 2 があるのみだと、タイヤ周方向において剛性

段差が大 きくなつて しまうので、タイヤ周方向における、外側傾斜溝 2 の配

置位置の間であって中央傾斜溝 1 と重なる位置に、外側細溝 3 を配置するこ

とで、タイヤ周方向における剛性 を均一化 して、中央傾斜溝 1 よりタイヤ幅

方向外側の領域 における偏摩耗の発生を抑制することができる。

[0030] 外側細溝 3 の延在方向の、タイヤ周方向に対 しなす角度 8 は、 4 5 ° 〜

5 5 ° の範囲であることが好ま しい。 ここで、本発明において外側細溝 3 の

延在方向は、図示するように、外側細溝 3 のタイヤ周方向における最外側点

3 A , 3 B 同士を結んだ直線の方向と して規定される。 この角度 とすること

で、排水性 と偏摩耗性 とを両立することができる。 また、外側細溝 3 は、好

適には、 卜レツ ド踏面のぺ リフェ リ長さW に対 し、 卜レツ ド踏面のタイヤ幅

方向端部か ら 1 4 W の領域内に配置されるものとする。

[0031 ] 本発明における中央傾斜溝 1 、外側傾斜溝 2 および外側細溝 3 の配置 ピッ

チは、特 に制限されるものではないが、例えば、タイヤの全周長の 1 6 〜

1 / 1 0 程度 とすることができる。 また、本発明における中央傾斜溝 1 、外

側傾斜溝 2 および外側細溝 3 のタイヤ周方向位置は、タイヤ赤道面 C L を挟

む 卜レツ ド踏面の両側で交互に、配置 ピッチの 1 2 だけず らして配置され

ている。

[0032] 本発明においては、上記 トレッ ドパターンに係る条件 を満足する点のみが

重要であ り、 これにより本発明の所期の効果を得 ることができ、それ以外の

タイヤ構造および各部材の材質等の詳細 については特 に制限されるものでは

ない。例えば、本発明のタイヤは、踏面部 を形成する トレッ ド部 と、その両

側 に連なる一対のサイ ドウォール部および ビ一 ド部 とか らな り、通常は、一

対の ビー ド部内にそれぞれ埋設された ビー ドコア間に跨 って配置されて各部

を補強する力一カスと、そのクラウン部タイヤ半径方向外側 に配置されて 卜

レツ ド部 を補強する 1 枚以上のベル トとを有する。本発明は自動二輪車用の



リァタイヤとして有用である。

[0033] 以下、本発明を、実施例を用いてより詳細に説明する。

下記表中に示す条件に従い、タイヤサイズ 1 8 0 / 5 5 Z R 1 7 にて、一

対のビ一 ド部およびサイ ドウオール部と、両サイ ドウオール部間に トロイ ド

状に延在する 卜レツド部とを備え、車両装着時の回転方向が指定される図 1

に示すような方向性パターンを有する自動二輪車用タイヤを作製 した。なお

、各実施例において、中央傾斜溝の溝深さは、回転方向の端部において、そ

の回転方向の溝縁に向かい漸減 しており、外側傾斜溝の溝深さについても、

回転方向の端部において、その回転方向の溝縁に向かい漸減 していた。

[0034] 得られた各供試タイヤを自動二輪車に装着 して、時速 1 3 0 k mで試験コ

—スを走行させて、 3 0 0 0 k m走行時および 6 0 0 0 k m走行時のそれぞ

れにおいて、偏摩耗の発生の有無を確認 した。また、実車試験によるライダ

—のフィ一リング評価により、ウエット路面における走行性能、および、 ド

ライ路面における時速 1 5 0 k m走行時の高速操縦安定性能のそれぞれを評

価 して、比較例 1 を 1 0 0 とする相対的な指数で示 した。数値は、いずれも

高いほど良好であることを示す。その結果を下記の表中に併せて示す。

[0035]



[ 表 1]

* 1 ) 中央傾斜溝の延在方向の、 タイヤ周方向に対 しなす角度である。

* 2 ) 中央傾斜溝の逆回転方向の端部 において、 中央傾斜溝の、 タイヤ幅方

向外側溝縁のタイヤ周方向に対 しなす角度 2 が、 タイヤ幅方向内側溝縁の

タイヤ周方向に対 しなす角度 1 よ りも大 きいか （A ) 、 または、小 さいか

( B ) を示す。

* 3 ) 中央傾斜溝の逆回転方向の端部 において、 中央傾斜溝の溝深 さが、そ

の逆回転方向の溝縁 に向かい漸減 しているか （A ) 、 または、 していないか

( B ) を示す。

上記表 中に示すように、 トレッ ド踏面 に、本発明に係 る所定の条件 を満足

する中央傾斜溝 を設 けた各実施例のタイヤにおいては、偏摩耗の発生を抑制

しつつ、排水性 および高速走行時の操縦安定性能が良好に確保 されているこ

とが確 かめ られた。 これに対 し、 中央傾斜溝の角度が大 きす ぎる比較例 2 で

は偏摩耗が早い段階か ら発生 し、 中央傾斜溝の逆回転方向の端部 において、

中央傾斜溝の溝深 さが、その逆回転方向の溝縁 に向かい変動 しない比較例 3

では、 プロック剛性の低下に起因する高速操縦安定性能の低下が生 じた。 ま



た、 中央傾斜溝の逆回転方向の端部 において、 中央傾斜溝の角度 2 が角度

1 よ りも小 さ くな り、すなわち、溝幅が小 さ くな つている比較例 4 では、

ゥエツ 卜性能が悪化 した。

符号の説明

1 中央傾斜溝， 1 A ， 1 B 中央傾斜溝のタイヤ周方向における最外側点

， 1 a i 中央傾斜溝の回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向内側溝縁， 1

a o 中央傾斜溝の回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向外側溝縁， 1 b i

中央傾斜溝の逆回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向内側溝縁， 1 b o

中央傾斜溝の逆回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向外側溝縁， 1 c 中央

傾斜溝の回転方向の溝縁， 1 d 中央傾斜溝の逆回転方向の溝縁， 2 外側

傾斜溝， 2 A ， 2 B 外側傾斜溝のタイヤ周方向における最外側点， 2 a i

外側傾斜溝の回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向内側溝縁， 2 a o 外

側傾斜溝の回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向外側溝縁， 2 b i 外側傾

斜溝の逆回転方向の端部 におけるタイヤ幅方向内側溝縁， 2 c 外側傾斜溝

の回転方向の溝縁， 3 外側細溝， 3 A ， 3 B 外側細溝のタイヤ周方向に

おける最外側点



請求の範囲

[ 請求項 1] 車両装着時の回転方向が指定される自動二輪車用タイヤであ って、

卜レツ ド踏面のタイヤ赤道面近傍 に、指定される前記回転方向の逆

回転方向に向かいタイヤ赤道面側か らタイヤ幅方向外側 に傾斜 して延

び る中央傾斜溝 を備 え、

前記中央傾斜溝の延在方向の、 タイヤ周方向に対 しなす角度が 3 °

〜 1 0 ° の範囲であ り、

前記中央傾斜溝の前記逆回転方向の端部 において、該中央傾斜溝の

少な くともタイャ幅方向外側溝縁が、該タィャ幅方向外側溝縁のタイ

ャ周方向に対 しなす角度が該逆回転方向に向かい増大するような円弧

状部 によ り形成 され、該中央傾斜溝の、 タイヤ幅方向外側溝縁のタイ

ャ周方向に対 しなす角度が、 タイヤ幅方向内側溝縁のタイヤ周方向に

対 しなす角度 よ りも大 きく、かつ、該中央傾斜溝の溝深 さが、該中央

傾斜溝の該逆回転方向の溝縁 に向かい漸減 していることを特徴 とする

自動二輪車用タイヤ。

[ 請求項 2 ] 前記中央傾斜溝のタイヤ幅方向内側の端部 よ りタイヤ幅方向外側で

あ って、 タイヤ周方向において該中央傾斜溝 と重な らない位置 に、前

記逆回転方向に向かいタイヤ赤道面側か らタイヤ幅方向外側 に傾斜 し

て延び る外側傾斜溝 を備 え、かつ、該外側傾斜溝の延在方向のタイヤ

周方向に対 しなす角度が、該中央傾斜溝の延在方向の、 タイヤ周方向

に対 しなす角度 よ りも大 きい請求項 1 記載の 自動二輪車用タイヤ。

[ 請求項3] 前記外側傾斜溝のタイヤ幅方向内側の端部が、 タイヤ幅方向におい

て前記中央傾斜溝 と重な り、該外側傾斜溝の溝深 さが、前記回転方向

の端部 において、該外側傾斜溝の該回転方向の溝縁 に向かい漸減 し、

かつ、該外側傾斜溝の該回転方向の端部 において、該外側傾斜溝の、

タィャ幅方向内側溝縁のタイャ周方向に対 しなす角度が、 タィャ幅方

向外側溝縁のタイヤ周方向に対 しなす角度 よ り大 きい請求項 2 記載の

自動二輪車用タイヤ。



[ 請求項 4 ] 前記中央傾斜溝 と前記外側傾斜溝 との近接する端部 同士が、互いに

平行な溝縁 を備 える請求項 2 記載の 自動二輪車用タイヤ。

[ 請求項 5 ] 前記中央傾斜溝の前記回転方向の端部 において、該中央傾斜溝の溝

深 さが、該中央傾斜溝の該回転方向の溝縁 に向かい漸減 してお り、か

つ、該中央傾斜溝の、 タイヤ幅方向内側溝縁のタイヤ周方向に対 しな

す角度が、 タィャ幅方向外側溝縁のタイャ周方向に対 しなす角度 よ り

も大 きい請求項 1 記載の 自動二輪車用タイヤ。
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